市民委員会についての意見書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治基本条例策定市民会議委員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平井　嵩

基本条例を担保するシステムが必要

　自治基本条例が理念条例で終わり、役所や政治のお飾りになって、市民自治がただのお念仏になってしまうのを心配するのは、これまでの議論において、委員全員が一致するところだと思います。そうさせないために、担保となる条文、それに基づくシステムを設けねばならないということもまた議論されてきました。

　私もこのことこそ、この自治条例づくりのポイント、鎌倉らしい条例になるかどうかの天王山であると認識します。

提案されているシステムは
　条例素案大綱の中には、そうした担保となりうるシステムがいくつか組み込まれています。

　市民委員会　（重要な施策について。　　公募市民。）

　住民投票　　（重要課題を投票で決める。　１８歳市民）

　パブコメ　　（政策形成に市民の意見を聞く。　市民だれでも）

　基本条例推進会議　　（基本条例の推進。　市民、市長、執行機関、議会の連携）

政策評価委員会　　（行政評価。　専門家、市民など）

付属機関の市民委員の参加

外部監査委員制度

以上のような市民参加システムによって、議会や行政を監視し、条例の実行を担保できればよいと思います。それぞれについて十分検討すべきと思いますが、全体にこれらのシステムは、施策に応じてその時その時作られるものであったり、特定の目的のものであったりします。そうしたものでも監視の役割は果たせますが、やはり臨時的であったり、目的が限られたりして、全体に目を配ることができにくいと思います。

　そこで私は議会と行政を広く全般的に監視し、全般的な発言権をもった市民委員会システムを作るべきだと思うのです。

全般的包括的な監視機関としての「市民委員会」

提案されている「市民委員会」は、「重要施策に関し」という目的限定の、従って臨時の委員会になっており、全般的で包括的な監視力はありません。

私はこの「市民委員会」を包括的な監視機関にすることを提案します。

なぜ行政や議会の監視が必要か

　もともと議会は市民代表であり、行政を監視するのが目的の機関ですから、それをさらに監視する機関など屋上屋を架すのもいいところですが、それが必要となるところが、日本の民主性（間接民主主義、議員代表制）の哀しいところだと思います。

　議員というのは（選挙制度というものは）無知な選挙民をごまかして当選してしまえば、あとは選良意識をもって市民とは離れた行動をしがちです。放っておけば行政にすり寄って口利きに精を出し、そのために行政監視も甘くなり、ひどいのは行政の腰ぎんちゃくのようになって何でも法案を通してしまいます。中には行政とつるんで業者からワイロをとったりする者もいます。現にそのような疑惑をもたれて追及されている議員が現在います。哀しいことですがあまり信用できないのが現在の日本の地方議会です。常任委員会など傍聴者がいないとろくに議論もせず終わってしまうという噂があります。

　他市でも、正式のシステムではなく市民有志による監視団体が沢山作られています。

どのような「市民委員」にするか

　人選方法、権能など詳しいことは別途条例で定めねばなりません。

　そのための１０人～２０人程度の、公募市民による委員会を設け、１年ほどかけて作るのがよいと思います。

私の提案する「市民委員会」の概要

　権能　：　議会の本会議や常任委員会に参加する。但し、会議での発言権はないし、議決権もない。発言は会議後直接議員や行政に言ったり、自分たちで工夫した発言の場（広報紙）で発表する。

　人選　：１０人程度。公募による。多い場合は抽選。

任期　：　１年

報酬　：　無報酬。但し交通費弁当代活動費相当のものは支給。

基本条例では次のような表現にする。

「議会及び行政機関を広く監視するために市民委員会を設ける。その権能、人選など詳細については、別途公募による市民委員会において、おおよそ当条例制定後１年以内に、条例を策定し定めるものとする」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

